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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第42期

第３四半期
連結累計期間

第43期
第３四半期
連結累計期間

第42期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (千円) 5,061,585 5,583,041 6,852,141

経常利益 (千円) 209,649 337,306 265,997

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 158,388 220,875 191,667

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 160,371 224,122 199,544

純資産額 (千円) 2,476,310 2,699,014 2,515,457

総資産額 (千円) 4,173,231 4,377,966 4,102,960

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 39.06 54.47 47.27

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 59.3 61.6 61.3
 

　

回次
第42期

第３四半期
連結会計期間

第43期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 21.35 20.51
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４.「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、企業業績、雇用・所得環境の改善傾向が続いており、各種経済政策

の効果も影響して、緩やかな回復が見込まれる状況で推移いたしました。しかしながら、海外では、アジア新興国

の景気に下振れリスクがあり、今後のわが国への影響が懸念されております。

当社グループの中心となっている住宅建築業界におきましては、住宅ローンの金利優遇、住宅取得資金に対する

税制、省エネ住宅ポイント制度など諸施策が継続・拡大されており、本格的な回復には至っておりませんが、堅調

に推移いたしました。

このような経済状況のもとで、当社グループの建設工事事業において、既設住宅向けのガス設備機器の取り替え

や家庭用燃料電池の設置工事の増加、中規模建設物のリフォームや改修防水の件数が増加、また、大規模新築防水

工事を受注したことにより、堅調に推移いたしました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は5,583,041千円(前年同四半期比10.3％増)、営業利益は319,615

千円(前年同四半期比69.4％増)、経常利益は337,306千円(前年同四半期比60.9％増)、親会社株主に帰属する四半

期純利益は220,875千円(前年同四半期比39.5％増)となりました。

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

(建設工事事業)

ユーティリティーは、ガス設備工事及び太陽光発電システム設置工事を中心としております。太陽光発電シス

テム設置工事及び戸建住宅向けのガス設備機器の新規組み込み件数は減少いたしました。しかし、既設住宅向け

のガス設備機器の取り替え、家庭用燃料電池の設置工事件数は引き続き増加しており、業績は伸長いたしまし

た。この結果、売上高は797,485千円(前年同四半期比2.1％増)となりました。

リフォームは、住宅の新築を含めた各種住宅リフォームを中心としております。個人消費者からの直接受注に

よるリフォーム工事や注文戸建新築住宅などの販売は減少いたしました。しかし、中規模マンションや集合住宅

などの中規模建設物に対する補修・修繕工事の件数は引き続き増加しており、業績は伸長いたしました。この結

果、売上高は1,383,975千円(前年同四半期比8.1％増)となりました。

防水は、ＦＲＰ防水、シート防水等の各種防水工事を中心としております。新築戸建住宅向けの防水工事の件

数はほぼ横ばいで推移いたしました。しかし、既設建物に対する改修案件の増加、大規模新築防水工事の受注が

あり、業績は伸長いたしました。この結果、売上高は1,352,461千円(前年同四半期比37.1％増)となりました。

以上の結果、建設工事事業の売上高は3,533,921千円(前年同四半期比15.9％増)、営業利益は208,604千円(前

年同四半期比89.0％増)となりました。
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(住宅等サービス事業)

住宅等サービス事業は、住宅の保護という観点から、特に床下環境の改善及びシロアリ対策を中心としており

ます。床下環境改善の防湿商品の販売はほぼ横ばいで推移しておりますが、既設住宅や集合住宅向けのシロアリ

再予防工事の件数は引き続き増加しており、業績は伸長いたしました。

以上の結果、住宅等サービス事業の売上高は896,134千円(前年同四半期比6.3％増)、営業利益は165,329千円

(前年同四半期比19.8％増)となりました。

 

(ビルメンテナンス事業)

ビルメンテナンス事業は、首都圏のビルの窓及び外壁のクリーニング、マンション、公共施設などの清掃管理

サービスを中心としております。継続して新規受託物件の獲得に向けて、諸施策を継続して実施しております

が、既存受託物件の維持管理コスト低減は加速しており、作業回数の削減や順延、請負単価の低価格化への要請

が続いております。販管費の減少により、利益面は改善いたしましたが、業績確保は厳しい状況となりました。

以上の結果、ビルメンテナンス事業の売上高は1,152,985千円(前年同四半期比1.5％減)、営業利益は110,801

千円(前年同四半期比16.4％増)となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて275,005千円増加し、4,377,966千円

となりました。主な増減は、社用地の新規購入に伴う土地の増加138,720千円、受取手形及び売掛金などの売掛債

権の増加67,105千円、現金及び預金の増加45,733千円、たな卸資産の増加37,222千円があったものの、建物及び構

築物の減価償却による減少16,383千円があったことによるものであります。

負債は、前連結会計年度末に比べて91,448千円増加し、1,678,951千円となりました。主な増減は、未払法人税

等の増加91,529千円があったことによるものであります。

純資産は、前連結会計年度末に比べて183,557千円増加し、2,699,014千円となりました。主な増減は、利益剰余

金の増加180,328千円があったことによるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 13,400,000

計 13,400,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成28年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,060,360 4,060,360
名古屋証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は、1,000株
であります。

計 4,060,360 4,060,360 ― ―
 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年10月１日～
平成27年12月31日

― 4,060,360 ― 186,072 ― 145,813
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成27年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 5,000
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

4,054,000
4,054 ―

単元未満株式
普通株式

1,360
― ―

発行済株式総数 4,060,360 ― ―

総株主の議決権 ― 4,054 ―
 

(注) 当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成27年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

② 【自己株式等】

  平成27年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ニットー

名古屋市北区平安二丁目
10番19号

5,000 ― 5,000 0.1

計 ― 5,000 ― 5,000 0.1
 

 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,043,700 1,089,434

  受取手形及び売掛金 871,970 ※  939,076

  たな卸資産 362,220 399,443

  その他 127,567 118,034

  貸倒引当金 △5,504 △5,443

  流動資産合計 2,399,954 2,540,544

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 468,327 451,944

   土地 937,767 1,076,488

   その他（純額） 7,135 6,659

   有形固定資産合計 1,413,231 1,535,092

  無形固定資産   

   その他 9,406 8,851

   無形固定資産合計 9,406 8,851

  投資その他の資産   

   その他 282,621 293,838

   貸倒引当金 △2,253 △360

   投資その他の資産合計 280,368 293,478

  固定資産合計 1,703,006 1,837,422

 資産合計 4,102,960 4,377,966
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 583,476 ※  588,432

  短期借入金 115,000 115,000

  1年内返済予定の長期借入金 50,400 49,200

  未払法人税等 － 91,529

  賞与引当金 80,002 50,079

  完成工事補償引当金 12,900 35,000

  その他 252,633 277,456

  流動負債合計 1,094,412 1,206,697

 固定負債   

  長期借入金 36,600 －

  退職給付に係る負債 258,886 276,575

  長期未払金 23,840 23,840

  その他 173,764 171,838

  固定負債合計 493,090 472,254

 負債合計 1,587,503 1,678,951

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 186,072 186,072

  資本剰余金 145,813 145,813

  利益剰余金 2,154,663 2,334,992

  自己株式 △1,241 △1,260

  株主資本合計 2,485,307 2,665,616

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 29,707 33,366

  その他の包括利益累計額合計 29,707 33,366

 非支配株主持分 443 31

 純資産合計 2,515,457 2,699,014

負債純資産合計 4,102,960 4,377,966
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

売上高 5,061,585 5,583,041

売上原価 3,678,460 4,061,093

売上総利益 1,383,124 1,521,947

販売費及び一般管理費 1,194,412 1,202,331

営業利益 188,712 319,615

営業外収益   

 受取利息 105 120

 受取配当金 1,156 1,238

 受取手数料 2,550 2,493

 受取保険金 4,347 3,608

 受取賃貸料 11,155 8,345

 その他 6,224 6,489

 営業外収益合計 25,539 22,295

営業外費用   

 支払利息 1,171 743

 賃貸費用 3,077 3,339

 その他 352 521

 営業外費用合計 4,602 4,604

経常利益 209,649 337,306

特別利益   

 固定資産売却益 7,013 －

 特別利益合計 7,013 －

税金等調整前四半期純利益 216,663 337,306

法人税、住民税及び事業税 46,687 124,404

法人税等調整額 12,635 △7,561

法人税等合計 59,322 116,842

四半期純利益 157,340 220,463

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △1,047 △411

親会社株主に帰属する四半期純利益 158,388 220,875
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

四半期純利益 157,340 220,463

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 3,030 3,659

 その他の包括利益合計 3,030 3,659

四半期包括利益 160,371 224,122

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 161,419 224,534

 非支配株主に係る四半期包括利益 △1,047 △411
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(会計方針の変更)

(企業結合に関する会計基準等の適用)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日）等を第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分か

ら非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計

期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

　※ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のと

おりであります。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

受取手形 ― 542千円

支払手形 ― 47,847千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

減価償却費 20,663千円 18,846千円

のれんの償却額 4,687千円 ―
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月21日
定時株主総会

普通株式 56,770 14.00 平成26年３月31日 平成26年６月23日 利益剰余金
 

　
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月20日
定時株主総会

普通株式 40,546 10.00 平成27年３月31日 平成27年６月22日 利益剰余金
 

　
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２建設工事事業

住宅等サービ
ス事業

ビルメンテナ
ンス事業

計

売上高       

  外部顧客への売上高 3,048,015 842,688 1,170,881 5,061,585 ― 5,061,585

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

2,425 2,560 280 5,265 △5,265 ―

計 3,050,440 845,249 1,171,161 5,066,851 △5,265 5,061,585

セグメント利益 110,370 138,040 95,208 343,618 △154,906 188,712
 

(注) １．セグメント利益の調整額△154,906千円には、セグメント間取引消去20,661千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△175,567千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当

社の総務部等管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２建設工事事業

住宅等サービ
ス事業

ビルメンテナ
ンス事業

計

売上高       

  外部顧客への売上高 3,533,921 896,134 1,152,985 5,583,041 ― 5,583,041

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

1,583 2,589 375 4,547 △4,547 ―

計 3,535,504 898,723 1,153,360 5,587,588 △4,547 5,583,041

セグメント利益 208,604 165,329 110,801 484,735 △165,119 319,615
 

(注) １．セグメント利益の調整額△165,119千円には、セグメント間取引消去19,213千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△184,333千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当

社の総務部等管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

EDINET提出書類

株式会社ニットー(E05065)

四半期報告書

13/16



 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 39円06銭 54円47銭

 (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 158,388 220,875

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   四半期純利益金額(千円)

158,388 220,875

    普通株式の期中平均株式数(株) 4,054,927 4,054,661
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。　

 

 

 

２ 【その他】

該当事項はありません。　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年２月９日

株式会社　ニットー

　(商号　株式会社ＮＩＴＴＯＨ)

取締役会  御中

有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   鈴　　木　　晴　　久   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   宮　　澤　　義　　典   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ニッ

トー(商号　株式会社ＮＩＴＴＯＨ)の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会

計期間(平成27年10月１日から平成27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月

31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ニットー(商号　株式会社ＮＩＴＴＯＨ)及び連結子会社

の平成27年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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